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平成２０年度「地域イノベーション創出共同体形成事

補助金の交付先の選定について 

 
関東経済産業局では、この度、平成２０年度に創設された「

ョン創出共同体形成事業」として、別紙の事業を採択しました

します。 

本事業は、大学や公設試、支援機関等からなる広域的な連携

同体」という。）を形成し、各機関が保有する研究開発資源（

究成果等）の相互利用・協働を図ることにより、地域のイノベ

盤を整備することを目的としています。 
 
１．地域イノベーションのサポートを行う大学や公設試験研

緩やかなネットワークが形成されつつありますが、依然

れの事業目的や活動領域の中で縦割り的に事業を展開し

て、既存組織の垣根や行政区域を越えたサポートを十分

ないという課題があります。 
２．一方、企業等においては、大学や公設試験研究機関等が

にない設備や高額で購入できないような機器を利用した

があります。 
３．そこで、本事業の実施によって、地域のイノベーション

設試験研究機関等が参加する共同体の形成を通じ、各研

する研究開発資源を相互利用・協働し、企業等を支援す

施します。 
４．このたび、関東経済産業局では本事業について公募を実

おり、１事業を採択しました。本事業を通じて、地域の

創出基盤の整備が図られることが期待されます。 
 
                

（本発表資料のお問い合わせ先） 

 関東経済産業局 地域経済部 技術企画課長 齊

     担当者：棚橋、幕内 

   電 話：０４８－６００－０２３６（直通）
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参考

平成２０年度地域イノベーション創出共同体形成事業

運営協議会事務局
（協働の規約）

農業系公設試

工業系公設試

地域の大学

ＪＳＴ

イノベーションに関する研究開発支援
のワンストップ化の実現
各機関が研究開発リソース（設備や人

材等）を共有、オープン化し地域に還元

ユーザー（地域企業）ユーザー（地域企業）

相談・依頼

地域のイノベーション創出

地域・中小企業の研究開発力を底上げ

（各ブロック毎に関係研究機関が設置する運営協議会が「共同体」を構成。）

産総研センター

技術コーディネータ

ＴＬＯ地域イノベーション創出共同体地域イノベーション創出共同体

機器オペレータ

地域の研究機関が大同団結して産業界
の研究開発を支援

ＴＬＯ

NEDO

○研究機関の紹介、技術相談への対応
（企業からの照会や相談に対するワンストップでの対応）

○オープン・リソースの地域企業に対する開放
（設備機器や人材の相互融通等）

○地域のニーズに即した試験評価方法の開発、及び提供



（別紙）
平成２０年度地域イノベーション創出共同体形成事業採択事業者一覧

実施者（所在地）
連携する公的研究機関の

所在地
主な連携機関 事業の概要

独立行政法人
産業技術総合研究所
関東センター
（東京都）

茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、新潟県、長野
県、山梨県、静岡県

東京大学、東京電機大学、東京工業大学、東
洋大学、防衛大学校、群馬大学、東京理科大
学、茨城県工業技術センター、栃木県産業技
術センター、群馬県立群馬産業技術センター、
埼玉県産業技術総合センター、千葉県産業支
援技術研究所、東京都立産業技術研究セン
ター、神奈川県産業技術センター、横浜市工業
技術支援センター、新潟県工業技術総合研究
所、長野県工業技術総合センター、山梨県工
業技術センター、山梨県富士工業技術セン
ター、静岡県工業技術研究所、（財）千葉県産
業振興センター東葛テクノプラザ、（財）機械振
興協会、
等

広域関東圏１都１０県の公設試・大学等の機器開放に必要なデータベー
ス構築により地域中堅・中小企業へワンストップで技術支援や、近年企
業ニーズが益々高まっている、最先端のものづくり産業に不可欠なトレー
サビリティ（計量・計測分野における精度保証）技術の高度化を目指すイ
ノベーション拠点（広域関東圏イノベーション創出促進協議会）を形成し、
研究開発資源（人材、設備、技術等）の相互活用、オープン化を目指す。


